
2020 10/03 

#11 

「2019年経済構造実態調査」 （2020年9月23日公表） 

1.  「経済センサス」実施年を除き毎年実施 

経済アナリスト 増井麻里子 

1. 「経済センサス」実施年を除き毎年実施 

 「経済構造実態調査」は、国民経済計算(以下、「GDP統計」)の精度向上に資することを目的として、総務省と経済産業省

により2019年６月に初めて実施された。以後、5年ごとに行われる「経済センサス-活動調査」の年を除き、毎年実施されること

となっている。 

 GDP統計の主要系列表の一つである「経済活動別国内総生産」では、産業別のGDPをみることができ、産業数は大分類で

16となっている。「経済構造実態調査」の産業数は大分類で14しかなく、GDP統計にある「農林水産業」、「鉱業」、「建設

業」、「公務」を含まない。分類の基準は日本標準産業分類である。 

 この統計の前身として、「サービス産業動向調査（総務省）」、「商業統計調査（経済産業省）」及び「特定サービス産業

実態調査（経済産業省）」という3つの調査が存在した。 

 なかでも「特定サービス産業実態調査」は、業種区分が事業所向け(21種)と個人向け(7種)に分かれているため、個人の

サービス消費の動向をみる際に有用だった。しかし、調査対象の業種が限定されており、網羅的な調査とはいえなかった。「サービ

ス産業動向調査」は、2008年に新設された比較的新しい統計であり、季節調整がかけにくいという問題はあるが、より多くの業

種と事業所を対象としていたため、GDP統計にも使われていた。都道府県ごとの各産業の売上高も公表していたため、地域経

済動向をみるにも有用だった。ただし、「卸売業・小売業」、「金融業、保険業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」などは含まれて

いなかった。サービス業で最も大きい売上金額を占める「卸売業・小売業」については、「商業統計調査」がカバーしていた。（き

んざい注：後掲図表5に『第14次業種別審査事典』における3調査結果の使用業種を掲載） 

 「経済構造実態調査」を新設した目的は、これらの3つの調査を1つに統合することで、報告者の負担軽減を図ることであった。

また、それぞれの調査の欠点を補うものであることから、利用者側にとっても全体的な利便性は向上するとみられる。 

 留意するべき点は、今回の統合・再編により、「サービス産業動向調査」の年次調査(拡大調査)はなくなったが、月次調査は
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存続しているということだ。「商業統計調査」と「特定サービス産業実態調査」も、その補完目的で開始された「商業動態統計

調査」と「特定サービス産業動態統計調査」は月次・年次とも存続している。こうした月次調査は、構造調査ではなく動態調査

であるため、サンプル数が少なく産業構造を正確に把握するには向かないが、短期的な景気・雇用動向の判断材料とするには

有用である。 

出所：「2019年経済構造実態調査」二次集計の「結果の概要」 

2.  「卸売業，小売業」が498兆円で売上高首位 

 2020年7月31日に公表された二次集計の結果をみると、2018年の売上高においては「卸売業，小売業」が首位で、

497.9兆円だった。付加価値額においては「製造業」が首位で、77.9兆円だった。「卸売業，小売業」は2位で、48.0兆円に

とどまった。 

図表1 産業大分類別売上高と付加価値額 

注１：「売上高」および「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた企業等を対象として集計した。 

注２：付加価値とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投入額

を差し引くことによって算出できる。本調査においては、以下の算式を用いている。 

   付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課 

注３：参考の「付加価値率」は売上高に対する付加価値額の割合 
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3. 成長産業 

 2015年から比較すると、売上高の増加率が高かったのは、「不動産業、物品賃貸業」の+12.2％だった。付加価値額の

増加率も+18.2％と高水準である。「2018年サービス産業動向調査」で産業詳細分類別の数字をみると、「建物売買業・

土地売買業」、「不動産代理業・仲介業」、「自動車賃貸業」が伸びていることがわかる。 

 また、「2019年経済構造実態調査」では、「産業大分類、売上高階級別企業等数」が公表されているが、「不動産業、物

品賃貸業」の売上高3,000万円未満の企業数の割合が58.9％と最も高く、3億円以上の企業数の割合が6.8％で最も低

い。このことから、新規参入がしやすく、スケールメリットが働きにくい業界であることが分かる。これは建設業にもいえることだ。「不

動産業、物品賃貸業」は付加価値率が21.0％と、産業平均の17.9％を上回り魅力的である。この期間は特に首都圏の新

築マンションやオフィス賃料が上昇し続けていたことも重要な要素である。 

図表2 年間売上高の推移 

出所：「2018年サービス産業動向調査」拡大調査結果の「結果の概要」 



図表3 産業大分類、売上高階級別企業等数 

注：「売上高階級別企業等数」は必要な事項の数値が得られた企業等を対象として集計した。 

出所：「2019年経済構造実態調査」二次集計の「結果の概要」 

4. 低迷産業 

  「卸売業・小売業」は、売上高の増加率が+1.5％とプラスを維持しているものの、付加価値額の増加率が▲6.2%とマイ

ナスであり。付加価値率は9.6％と最低水準である。人手不足による人件費や運送費の上昇が原因として考えられる。卸売

業での搬送・荷受・荷送確認や、小売業でのレジ打ち、バックヤードでのパッキングなど、労働集約的な業務が依然として多く、

ICT技術による生産性向上に本格的に取り組む必要があるだろう。 

 

 卸売業・小売業の詳細な動向については、経済産業省の「商品動態統計（年報）」をみる。2019年の卸売業販売額

は、▲3.6％と３年ぶりの減少、小売業販売額は、+0.1％と３年連続の増加だった。小売業を支えたのは医薬品・化粧品と

自動車だったが、10月の消費増税後は反動減となった。2020年は、政府からの給付金で消費が一時的に刺激され、高額家

電などが売れた。しかし、景気回復まで時間がかかるため、厳しい状況に変わりはないとみられる。 



図表4 産業大分類別付加価値率 

出所：「2019年経済構造実態調査」二次集計の「結果の概要」 

図表5  『第14次業種別審査事典』対象業種 

業種番号   業種名 業種番号   業種名 

■「サービス産業動向調査」を使用する5業種     

6036  普通倉庫業 2111  喫煙具専門店 

7009  行政書士 2124  ホームセンター（ＤＩＹ用品販売業） 

7017  経営コンサルタント 4064  機械工具卸売業 

7089  プログラミング教室 4150  再生資源回収業 

9092   日焼けサロン 4153  カレット集荷業 

      5014  バルブ卸・小売業 

■「商業統計調査」を使用している26業種 5112  精密機械器具卸売業 

1040  青果店 5157  輸送用機械器具卸売業 

1041  果実店 6073  インテリア・ファブリック卸売業 

1042  種苗業 6081  カーテン・壁紙小売業 

1119  インストアベーカリー（パン製造小売業） 8128  リサイクルショップ 

1137  酒類小売業 8131  総合ディスカウントストア 

2084  靴卸売業 9023  スポーツ用品卸売業 

2088  履物小売業 9108  CDショップ 

2108  畳卸売業 9127  玩具店 

2109  畳店 10080  大型（チェーン）書店 

2110   たばこ小売業       



図表5  『第14次業種別審査事典』対象業種 つづき 

業種番号   業種名 業種番号   業種名 

■「特定サービス産業実態調査」使用74業種     

1155  観葉植物レンタル業 9106  ラジオ番組制作業 

5084  電気修理・取付業 9109  動画・音楽配信業 

6076  インテリアデザイン業 10036  総合レンタル業 

7028  機械設計事務所 10037  産業用機械器具賃貸業 

7033  イベント業 10038  中古産業用機械器具取扱業 

7037  グラフィックデザイン業 10040  建設機械器具賃貸業 

7038  インダストリアルデザイン業 10042  事務用機械器具賃貸業 

7041  データ入力代行業 10044  電子計算機・同関連機器賃貸業 

7046  一般計量証明業 10045  レンタカー 

7048  公害・環境関連検査・分析・計量証明業 10046  自動車リース 

7049  放射線検査機関 10047  自動車シェアリング 

7069  選挙プランナー 10048  レンタサイクル（シェアサイクル） 

7070  SNS運用コンサルティング業 10049  スポーツ・娯楽用品賃貸業 

7082  予備校 10054  舞台・映画・TV小道具レンタル業 

7087  カルチャーセンター 10056  貸衣装業 

7101  語学教室 10075  出版業 

7107  書道教室 10076  専門紙誌出版業 

7111  テニススクール 10077  編集プロダクション 

7118  ダンス教室 10083  新聞業（新聞発行） 

7123  陶芸教室 10107  広告代理業 

7126  理科実験教室 10109  屋外広告業 

7139  結婚式場 10110  折込み広告作成業 

7142  葬儀社・葬祭会館 10111  インターネット広告業 

9038  テーマパーク 10112  モバイルコンテンツ関連業 

9042  ショートコースゴルフ場 10115  Ｗｅｂマーケティング 

9053  テニスクラブ 10116  ダイレクトメール業 

9055  ボウリング場 10131  インターネットメディア事業 

9062  クライミング・ボルダリング施設 10133  受託開発ソフトウェア業 

9064  興行場（演芸、相撲、プロ野球等） 10134  パッケージソフトウェア業 

9067  演芸興行団 10135  情報処理サービス業 

9096  映画・ビデオ制作業 10136  データベース提供業 

9098  映画配給業 10137  クラウドサービス事業 

9100  シネマコンプレックス 10143  IoTプラットフォーム提供業 

9101  テレビ番組制作業 10149  ネット取引・ＥＣ運営業 

9102  芸能プロダクション 10150  ソーシャルネットワークサービス業 

9103  劇団 10151  Webサイト作成・更新代行業 

9104   劇場 10155   メーリングサービス業 

出所: （株）きんざい 出版部 


